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１【半期報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成15年11月27日に提出いたしました第37期中（自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日）半期報告書の記載

の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第５ 経理の状況 

１ 中間連結財務諸表等 

 注記事項 

 （リース取引関係） 

２ 中間財務諸表等 

 注記事項 

 （リース取引関係） 

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は＿線で示しております。 
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第５ 経理の状況 

１ 中間連結財務諸表等 

 注記事項 

 （リース取引関係） 

 （訂正前） 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および中間連結会計期間末

残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および中間連結会計期間末

残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および期末残高相当額 

    

取得価額

相当額 

(百万円)

  

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

 

中間連結

会計期間

末残高 

相当額 

(百万円)

賃貸用 

建設機械 
  5,655  1,097  4,559

機械装置 

及び運搬具 
  150  47  103

その他   96  59  37

合計   5,901  1,203  4,698

    

取得価額

相当額 

(百万円)

 

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

 

中間連結

会計期間

末残高 

相当額 

(百万円)

賃貸用 

建設機械 
  9,811  2,383 7,428

機械装置 

及び運搬具
  293  65 228

その他   75  54 21

合計   10,179  2,503 7,676

    

取得価額

相当額 

(百万円)

  

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

 

期末残高

相当額 

(百万円)

賃貸用 

建設機械 
  6,429  1,579  4,850

機械装置 

及び運搬具
  144  52  92

その他   92  63  28

合計   6,665  1,694  4,970

② 未経過リース料中間連結会計期間末残高

相当額 

② 未経過リース料中間連結会計期間末残高

相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 908百万円

１年超 3,294百万円

合計 4,202百万円

１年以内 1,573百万円

１年超 6,072百万円

合計 7,645百万円

１年以内 1,030百万円

１年超 3,875百万円

合計 4,905百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額および

支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額および

支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額および

支払利息相当額 

支払リース料 488百万円

減価償却費相当額 438百万円

支払利息相当額 73百万円

支払リース料 810百万円

減価償却費相当額 734百万円

支払利息相当額 108百万円

支払リース料 1,047百万円

減価償却費相当額 941百万円

支払利息相当額 151百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をリ

ース契約上に残価保証の取決めがあるもの

は当該残価保証額、それ以外のものは零と

する定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当

額との差額を利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法によっておりま

す。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 
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（訂正後） 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および中間連結会計期間末

残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および中間連結会計期間末

残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および期末残高相当額 

    

取得価額

相当額 

(百万円)

  

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

 

中間連結

会計期間

末残高 

相当額 

(百万円)

賃貸用 

建設機械 
  5,363  1,088  4,276

機械装置 

及び運搬具 
  150  47  103

その他   96  59  37

合計   5,609  1,194  4,415

    

取得価額

相当額 

(百万円)

 

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

 

中間連結

会計期間

末残高 

相当額 

(百万円)

賃貸用建

設機械 
  7,655  2,125 5,530

機械装置

及び運搬

具 

  293  65 228

その他   75  54 21

合計   8,023  2,245 5,778

    

取得価額

相当額 

(百万円)

  

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

 

期末残高

相当額 

(百万円)

賃貸用建設

機械 
  6,510  1,574  4,936

機械装置及

び運搬具 
  144  52  92

その他   92  63  28

合計   6,746  1,690  5,056

② 未経過リース料中間連結会計期間末残高

相当額 

② 未経過リース料中間連結会計期間末残高

相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 861百万円

１年超 3,467百万円

合計 4,329百万円

１年以内 1,197百万円

１年超 4,535百万円

合計 5,732百万円

１年以内 1,025百万円

１年超 3,965百万円

合計 4,990百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額および

支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額および

支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額および

支払利息相当額 

支払リース料 479百万円

減価償却費相当額 429百万円

支払利息相当額 73百万円

支払リース料 640百万円

減価償却費相当額 576百万円

支払利息相当額 86百万円

支払リース料 1,045百万円

減価償却費相当額 938百万円

支払利息相当額 152百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をリ

ース契約上に残価保証の取決めがあるもの

は当該残価保証額、それ以外のものは零と

する定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当

額との差額を利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法によっておりま

す。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 
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２ 中間財務諸表等 

 注記事項 

 （リース取引関係） 

 （訂正前） 

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および中間会計期間末残高

相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および中間会計期間末残高

相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および期末残高相当額 

    

取得価額

相当額 

(百万円) 

  

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円) 

 

中間会計

期間末残

高相当額 

(百万円) 

賃貸用 

建設機械 
  3,200  358 2,842

機械 

及び装置 
  55  5 50

合計   3,255  363 2,892

   

取得価額

相当額 

(百万円)

 

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

 

中間会計

期間末残

高相当額

(百万円)

賃貸用 

建設機械 
 7,360 1,247 6,112

機械 

及び装置 
 204 14 190

合計  7,564 1,261 6,303

    

取得価額

相当額 

(百万円) 

  

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

 

期末残高

相当額 

(百万円)

賃貸用 

建設機械 
  3,973  640 3,333

機械 

及び装置 
  55  8 47

合計   4,028  648 3,380

② 未経過リース料中間会計期間末残高相当

額 

② 未経過リース料中間会計期間末残高相当

額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 488百万円

１年超 2,010百万円

合計 2,499百万円

１年以内 1,157百万円

１年超 5,207百万円

合計 6,364百万円

１年以内 610百万円

１年超 2,801百万円

合計 3,411百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額および

支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額および

支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額および

支払利息相当額 

支払リース料 242百万円

減価償却費相当額 222百万円

支払利息相当額 32百万円

支払リース料 567百万円

減価償却費相当額 519百万円

支払利息相当額 75百万円

支払リース料 557百万円

減価償却費相当額 511百万円

支払利息相当額 73百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をリ

ース契約上に残価保証の取決めがあるもの

は当該残価保証額、それ以外のものは零と

する定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

リース総額とリース物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっておりま

す。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 
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 （訂正後） 

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および中間会計期間末残高

相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および中間会計期間末残高

相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額および期末残高相当額 

    

取得価額

相当額 

(百万円) 

  

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円) 

 

中間会計

期間末残

高相当額 

(百万円) 

賃貸用 

建設機械 
  2,908  348 2,559

機械 

及び装置 
  55  5 50

合計   2,963  354 2,609

   

取得価額

相当額 

(百万円)

 

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

 

中間会計

期間末残

高相当額

(百万円)

賃貸用 

建設機械 
 5,204 989 4,214

機械 

及び装置 
 204 14 190

合計  5,408 1,003 4,405

    

取得価額

相当額 

(百万円) 

  

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

 

期末残高

相当額 

(百万円)

賃貸用 

建設機械 
  4,055  636 3,418

機械 

及び装置 
  55  8 47

合計   4,110  644 3,466

② 未経過リース料中間会計期間末残高相当

額 

② 未経過リース料中間会計期間末残高相当

額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 442百万円

１年超 2,184百万円

合計 2,626百万円

１年以内 781百万円

１年超 3,671百万円

合計 4,452百万円

１年以内 605百万円

１年超 2,891百万円

合計 3,496百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額および

支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額および

支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額および

支払利息相当額 

支払リース料 233百万円

減価償却費相当額 213百万円

支払利息相当額 31百万円

支払リース料 397百万円

減価償却費相当額 361百万円

支払利息相当額 53百万円

支払リース料 555百万円

減価償却費相当額 507百万円

支払利息相当額 73百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をリ

ース契約上に残価保証の取決めがあるもの

は当該残価保証額、それ以外のものは零と

する定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

リース総額とリース物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっておりま

す。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 
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